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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第87期

第２四半期
連結累計期間

第88期
第２四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 40,245 39,721 81,484

経常利益 (百万円) 2,029 1,815 6,025

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,141 955 3,254

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,619 1,337 3,821

純資産額 (百万円) 61,394 56,341 62,558

総資産額 (百万円) 94,255 100,629 97,833

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.94 23.41 79.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 61.3 52.1 59.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,298 3,191 7,350

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,159 △3,306 △3,934

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △853 △898 △1,576

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,217 15,758 16,770
 

　

回次
第87期

第２四半期
連結会計期間

第88期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.17 8.72
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から、平成26年９月30日まで)の日本経済は、政府の経済・金融政策

を背景に、企業収益や設備投資に改善がみられ、景気はゆるやかな回復を維持しながらも、消費税率引き上げに伴う

駆け込み需要の反動減や今夏多発した豪雨の影響などにより、個人消費の回復の動きに足踏み状態が見られるなど、

先行きは不透明な状況が続きました。 

　このような経済状況の中、当社グループが主力事業を展開する放送事業においては、テレビスポット収入や催物収

入、子会社の通販売上の減収が影響し、全体として減収となりました。ハウジング事業においては、住宅展示場での

売上が好調に推移し増収となりました。ゴルフ事業においては、会員権の販売が減少したため減収となりました。以

上の結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は397億２千１百万円となり、前年同期に比べて

５億２千３百万円（△1.3％）の減収となりました。

 一方、費用面では売上原価が264億５千５百万円で、前年同期に比べて１億６千万円（△0.6％）減少しました。販

売費及び一般管理費については115億７千１百万円となり、１億１千４百万円（△1.0％）減少しました。以上の結

果、営業利益は16億９千５百万円となり、２億４千８百万円（△12.8％）の減益、経常利益は18億１千５百万円で２

億１千４百万円（△10.6％）の減益となりました。また、税金等調整前四半期純利益は18億１千５百万円で２億９百

万円（△10.3％）の減益となり、四半期純利益は９億５千５百万円で、１億８千５百万円（△16.2％）の減益となり

ました。

　セグメントごとの業績は、以下のとおりです。

 

 

[放送事業]

当第２四半期連結累計期間における放送事業の売上高は342億５千４百万円となり、前年同期に比べ７億９百万円

（△2.0％）の減収となりました。主力のテレビスポット収入や催物収入の減収、子会社の通販売上の減収が主な要因

です。一方、営業費用は、テレビスポット収入の減収によるテレビ代理店手数料の減少、催物費の減少、さらに子会

社の通販売上の減収に伴う仕入原価の減少などにより、全体として前年同期に比べ1.2％減少しました。この結果、営

業利益は11億円となり、２億９千８百万円（△21.3％）の減益となりました。

 

[ハウジング事業]

ハウジング事業の売上高は50億１千２百万円となり、前年同期に比べ２億２千４百万円（4.7％）の増収となりまし

た。主力事業の住宅展示場運営において、昨年９月にオープンした戸塚住宅公園の収益貢献や住宅設備関連の展示場

(HDC神戸)のテナント工事などで関西、首都圏ともに増収となりました。一方、営業費用は3.2％増加し、営業利益は

５億８千１百万円となり、前年同期に比べて８千９百万円（18.2％）の増益となりました。
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[ゴルフ事業]

ゴルフ事業の売上高は４億５千５百万円となり、前年同期に比べ３千８百万円（△7.8％）の減収となりました。入

場者数は増えたものの、会員権の販売が減少したことが主な要因です。一方、営業費用は1.5％増加し、営業利益は１

千３百万円となり、前年同期に比べ３千９百万円（△75.2％）の減益となりました。

 
（2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ９億３千６百万円増加して360億８百万円とな

り、固定資産は18億５千９百万円増加して646億２千万円となりました。資産合計は27億９千５百万円増加して１千６

億２千９百万円となりました。固定資産の増加は、主に退職給付会計基準の改正により繰延税金資産が増加したこと

などによるものです。　　

流動負債は11億８千４百万円減少して113億５千１百万円となり、固定負債は101億９千８百万円増加して329億３千

６百万円となりました。負債合計は90億１千３百万円増加して442億８千８百万円となりました。負債が増加した主な

理由は、退職給付会計基準の改正により退職給付に係る負債が増加したためです。　

純資産合計は62億１千７百万円減少し、563億４千１百万円となりました。四半期純利益９億５千５百万円を計上す

る一方、剰余金の配当４億８百万円を行いました。また、退職給付会計基準の改正により、利益剰余金が70億７千２

百万円減少しました。

 

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により31億９千１百万円の収入となり、投

資活動により33億６百万円の支出となり、財務活動により８億９千８百万円の支出となりました。

この結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より10億１千２百万円減

少し157億５千８百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却費が計上される一方、法人税の支払

いなどにより、31億９千１百万円の収入（前年同期は32億９千８百万円の収入）となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の取得、投資有価証券の取得、有形固定資産の取得による支出な

どにより、33億６百万円の支出（前年同期は21億５千９百万円の支出）となりました。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済、配当金の支払いなどにより、８億９千８百万円の支出

（前年同期は８億５千３百万円の支出）となりました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,833,000 41,833,000
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株であり
ます。

計 41,833,000 41,833,000 ― ―
 

　(注)　平成26年10月10日をもって、当社株式は東京証券取引所市場第２部より市場第１部に指定替えしておりま

す。　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年９月30日 ― 41,833,000 ― 5,299 ― 3,515
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社朝日新聞社 東京都中央区築地５丁目３番２号 6,224,900 14.9

株式会社テレビ朝日ホールディ
ングス

東京都港区六本木６丁目９番１号 3,877,600 9.3

公益財団法人香雪美術館 兵庫県神戸市東灘区御影郡家２丁目12番１号 2,930,000 7.0

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀２丁目11番１号 1,554,000 3.7

朝日新聞信用組合
東京都中央区築地５丁目３番２号
株式会社朝日新聞社東京本社内

1,500,000 3.6

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
1,130,800 2.7

大阪瓦斯株式会社 大阪府大阪市中央区平野町４丁目１番２号 1,065,000 2.5

HSBC BANK PLC A/C MARATHON
FUSION JAPAN PARTNERSHIP LP
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店　カストディ業務部）

８ CANADA SQUARE, LONDON E14 ５HQ（東京
都中央区日本橋３丁目11番１号）

896,000 2.1

近鉄バス株式会社 大阪府東大阪市小阪１丁目７番１号 800,000 1.9

株式会社竹中工務店 大阪府大阪市中央区本町４丁目１番13号 776,600 1.9

計 ― 20,754,900 49.6
 

(注)　上記のほか当社所有の自己株式996,087株（2.4％）があります。

 

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

 6/20



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 996,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

40,833,200
408,332 ―

単元未満株式
普通株式

3,800
― ―

発行済株式総数 41,833,000 ― ―

総株主の議決権 ― 408,332 ―
 

（注)「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式87株を含めて記載しております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
朝日放送株式会社

大阪市福島区福島一丁目
１番30号

996,000 ― 996,000 2.4

計 ― 996,000 ― 996,000 2.4
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,701 11,868

  受取手形及び売掛金 12,755 12,256

  有価証券 8,599 9,291

  たな卸資産 ※1  824 ※1  754

  その他 2,202 1,848

  貸倒引当金 △9 △10

  流動資産合計 35,072 36,008

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 20,766 20,343

   土地 10,567 10,570

   その他（純額） 6,852 6,203

   有形固定資産合計 38,186 37,117

  無形固定資産   

   ソフトウエア 223 188

   その他 178 162

   無形固定資産合計 402 351

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,379 16,496

   その他 7,035 10,893

   貸倒引当金 △242 △238

   投資その他の資産合計 24,172 27,151

  固定資産合計 62,761 64,620

 資産合計 97,833 100,629
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 30 100

  未払金 6,007 6,140

  未払法人税等 1,330 681

  引当金 134 70

  その他 5,034 4,359

  流動負債合計 12,536 11,351

 固定負債   

  退職給付に係る負債 11,968 22,731

  その他 10,769 10,205

  固定負債合計 22,738 32,936

 負債合計 35,275 44,288

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,299 5,299

  資本剰余金 3,610 3,610

  利益剰余金 49,518 42,992

  自己株式 △500 △500

  株主資本合計 57,927 51,402

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,485 1,713

  退職給付に係る調整累計額 △787 △726

  その他の包括利益累計額合計 698 986

 少数株主持分 3,933 3,952

 純資産合計 62,558 56,341

負債純資産合計 97,833 100,629
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 40,245 39,721

売上原価 26,615 26,455

売上総利益 13,629 13,266

販売費及び一般管理費 ※  11,685 ※  11,571

営業利益 1,943 1,695

営業外収益   

 受取利息 17 29

 受取配当金 126 138

 その他 46 45

 営業外収益合計 190 213

営業外費用   

 支払利息 49 36

 固定資産処分損 46 36

 投資有価証券償還損 0 20

 その他 6 0

 営業外費用合計 104 93

経常利益 2,029 1,815

特別利益   

 投資有価証券売却益 4 ―

 特別利益合計 4 ―

特別損失   

 投資有価証券売却損 9 ―

 特別損失合計 9 ―

税金等調整前四半期純利益 2,024 1,815

法人税等 835 766

少数株主損益調整前四半期純利益 1,189 1,048

少数株主利益 48 93

四半期純利益 1,141 955
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,189 1,048

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 430 227

 退職給付に係る調整額 ― 60

 その他の包括利益合計 430 288

四半期包括利益 1,619 1,337

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,569 1,244

 少数株主に係る四半期包括利益 49 92
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,024 1,815

 減価償却費 1,697 1,662

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △3

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △114 ―

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） ― △219

 受取利息及び受取配当金 △143 △167

 支払利息 49 36

 固定資産処分損益（△は益） 46 36

 投資有価証券償還損益（△は益） 0 20

 投資有価証券売却損益（△は益） 5 ―

 売上債権の増減額（△は増加） 405 498

 たな卸資産の増減額（△は増加） 191 69

 仕入債務の増減額（△は減少） 176 216

 その他 △502 409

 小計 3,845 4,374

 利息及び配当金の受取額 153 179

 利息の支払額 △49 △36

 法人税等の支払額 △649 △1,325

 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,298 3,191

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △170 △500

 定期預金の払戻による収入 270 220

 有価証券の取得による支出 △1,200 △2,600

 有価証券の売却による収入 2,036 1,800

 有形固定資産の取得による支出 △1,060 △1,481

 無形固定資産の取得による支出 △51 △29

 投資有価証券の取得による支出 △2,118 △2,140

 投資有価証券の売却による収入 224 1,422

 その他 △89 2

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,159 △3,306

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） ― 70

 配当金の支払額 △306 △408

 少数株主への配当金の支払額 △64 △65

 リース債務の返済による支出 △483 △494

 財務活動によるキャッシュ・フロー △853 △898

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 285 △1,012

現金及び現金同等物の期首残高 14,932 16,770

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,217 ※  15,758
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券

の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が10,982百万円増加し、利益剰余金が7,072百

万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は

それぞれ94百万円増加しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

番組勘定 723百万円 692百万円

商品 59 〃 24 〃

貯蔵品 41 〃 37 〃
 

 

　２　偶発債務

銀行借入に対する保証債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

従業員 384百万円 327百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※ 　販売費及び一般管理費の主要項目は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

代理店手数料 5,539百万円 5,432百万円

事業宣伝費 653 〃 570 〃

労務費     

　退職給付費用 199 〃 183 〃

　その他 2,505 〃 2,631 〃

労務費計 2,705 〃 2,814 〃

役員賞与引当金繰入額 65 〃 70 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 8,647百万円 11,868百万円

有価証券 10,598 〃 9,291 〃

　　　計 19,245 〃 21,159 〃

預入期間が３か月を超える
定期預金

△230  〃 △510 〃

運用期間が３か月を超える
有価証券

△3,798 〃 △4,891 〃

現金及び現金同等物 15,217百万円 15,758百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 306 7.5 平成25年３月31日 平成25年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月１日
取締役会

普通株式 245 6.0 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日
定時株主総会

普通株式 408 10.0 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月27日
取締役会

普通株式 245 6.0 平成26年９月30日 平成26年12月２日 利益剰余金
 

 

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

16/20



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　前第２四半期連結累計期間(自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日)

     (単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 34,963 4,787 494 40,245 ― 40,245

セグメント間の
内部売上高又は振替高

165 10 9 185 △185 ―

計 35,128 4,798 503 40,430 △185 40,245

セグメント利益 1,398 492 52 1,943 ― 1,943
 

(注)１　調整額△185百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

　当第２四半期連結累計期間(自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日)

     (単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 34,254 5,012 455 39,721 ― 39,721

セグメント間の
内部売上高又は振替高

188 12 15 216 △216 ―

計 34,442 5,025 470 39,937 △216 39,721

セグメント利益 1,100 581 13 1,695 ― 1,695
 

(注)１　調整額△216百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 27.94円 23.41円

    (算定上の基礎)   

    四半期純利益金額(百万円) 1,141 955

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,141 955

   普通株式の期中平均株式数(千株) 40,836 40,836
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

第88期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当については、平成26年10月27日開催の取締役会に

おいて、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

　①　配当金の総額                                    245百万円

　②　１株当たりの金額                                    6.0円

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成26年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月６日

朝日放送株式会社

取　締　役　会　　御　中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　﨑　　洋　　文　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　小　　林　　洋　　之　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　千　　﨑　　育　　利　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日放送株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日放送株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

　

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

20/20


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

